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「超空間制御に基づく高度な特性を有する革新的機能素材等の創製」 
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§１．研究実施体制 

 

（１）「野崎」グループ 

① 研究代表者：野崎 京子 （東京大学大学院工学系研究科 教授） 

② 研究項目 

・プロピレンと極性モノマー共重合体の合成（Pd, Fe 触媒の開発、ランダムスクリーニング） 

・「フレキシブル立体効果」に着目した空間制御 

 

（2）「田谷野」グループ 

① 主たる共同研究者：田谷野 孝夫 （日本ポリケム（株）研究開発部 部長） 

② 研究項目 

・プロピレンと極性モノマー共重合体の合成（Ni, Pd 触媒の開発、ランダムスクリーニング） 

・新材料創出（材料シミュレーション） 
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§２．研究実施の概要 

 

ポリプロピレンは広く一般に用いられている汎用樹脂で、安価で強度・耐熱性・耐薬品性に優れ、

ポリエチレンに次ぐ巨大市場をもつ合成高分子である。一方で、接着性、相溶性、着色性に劣るな

どの欠点がある。これらの欠点を補うために現在は、プロピレンの重合によってポリプロピレンを合

成した後、無水マレイン酸のグラフト化や、塩素化によって改質している。これに対し本研究は、プ

ロピレンと、アクリル酸エステル、酢酸ビニル、アクリロニトリルなどの極性モノマーをランダムに共重

合させて、ポリプロピレン主鎖に直接、極性官能基を導入した「新ポリプロピレン」を創製することを

目的とする。この目的達成のため、29 年度は以下の三つの課題に取り組んだ。 

 

１．プロピレンと極性モノマー共重合体の合成 

エチレンと極性モノマーの共重合に実績のある Pd, Ni を主軸に配位子探索を行い、BPMO/Pd

錯体を用い、分子量 Mw = 12,000 程度のポリプロピレンが得られることを確認した。また、SHOP 系

Ni 触媒においては位置選択性発現に加え初期の立体選択性発現を達成できた。Ni, Pd 以外の金

属についても、ランダムスクリーニングによる触媒評価を継続したが、新たな発見には到達できなか

った。 

 

２．高分子量化と立体規則性の制御  

 引き続きアピカルブロックに効果的な分子設計を継続中である。 

 

３．新材料創出 

官能基種・量の選択指針に加えて官能基位置の指針設定に取り組み、無機フィラー相溶化剤

設計においては官能基位置を PP 主鎖から一定距離あけて設置することが効果的であると、理論と

実験の両面から証明することができた。これは「官能基の運動自由度」に重要な意味があるという、

従来の極性 PP 設計にはない概念を新たに提供したものと言える。 

今期は新たにバルク物性予測にも着手し、アイオノマー化等の PP 分子間相互作用の強化が Tg

の向上（ひいては非晶部構造の強化）に繋がるという提案に至った。 
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